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This paper aims to show some situations of roles of education committees in school evaluation. The 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology made a school evaluation guideline. It 
explained that education committees should use school evaluation results and they should support each 
school for self-improvement. The result shows that education committees just work simple things for each 
school to do school evaluation smoothly. For example they announce year – round schedule, summarize 
school evaluation results and so on. They don’t make some programs based on school evaluation results. 
These are caused by ambiguity of goal of school evaluation. These mean that it is necessary to clear 
“what is school evaluation made in Japan” because school evaluation institute is defective itself. 
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規則が改正され、第 68 条で評価結果は設置者へ報告することが義務化された。 




























握に努めている。教育委員会の取組みについては、2011 年度（平成 23 年度）の調査から最新
の状況を知ることができる ３。調査の質問項目は表 1、学校評価の活用状況の結果（都道府県と
市町村を区別）は表 2 の通りである。表 2 から、学校評価の結果を教育委員会が活用すること
は、まだ普及段階にあるといえよう。
表 1 学校評価に関して実施した取り組み 
（出所：文部科学省「学校評価等実施状況調査（平成 23 年度間 調査結果）」を基に筆者作成） 
表 2 学校評価結果の活用状況 































































やかな縦の関係があるといえよう。文部科学省の調査によると、2017 年 9 月の時点では、47 都
道府県と政令指定都市はすべて教育振興基本計画を策定しており、45 中核市を含む全国の
























策定に関係し、庁内調整が進められる。以上のことは図 1 のように整理できよう。 
 




























 長野市では学校評価を 2009 年に試行実施し、その後に全面実施したという １４。学校評価実
施の大まかな流れとしては、まず各学校で学校評価委員会を組織するという。この学校評価委員
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２ 2017 年度（平成 29 年度）の時点では調査は 6 回行われており、対象年度は 2006 年度、2008





                                                                                                                                                     
の概要の中では教育委員会の取組みについて取り上げられていない。ゆえに、2011 年度の
調査を最新とした。 
４ 大塚敬「基本構想策定義務付け廃止から 5 年 自治体総合計画の最新動向」2017 年、三菱
UFJ コンサルティングホームページ
（http://www.murc.jp/thinktank/rc/column/search_now/sn170512 2018 年 2 月 16 日取得）を
参照。 
５ 文部科学省のホームページ「各都道府県・政令指定都市・中核市の教育振興基本計画の策定
状況（平成 29 年 9 月 1 日現在）」では以下の通り示されている。 
・都道府県の基本計画策定状況     ：全 47 都道府県において策定済み 
・政令指定都市の基本計画策定状況 ：全 20 政令指定都市において策定済み 
・中核市の基本計画策定状況       ：45 中核市のうち 44 中核市 
 
全国の市区町村の策定状況（1718 市区町村（中核市を含む））（2016 年 3 月 31 日現在） 
・基本計画を策定済み         ：1308 （76.1％） 
・基本計画を策定していない      ：410 （23.9％） 

















１５ この IT 管理システムは、長野市教育委員会が独自に民間企業に依頼して構築している。 
１６ 長野県教育委員会「教育の資質向上・教育制度あり方検討会議」長野県庁ホームページ、参
照。 
１７ Rossi も評価の目的として、プログラムの改良、アカウンタビリティ、知識生成の 3 つを挙
げている（Rossi2003＝2005：35-36）。 
 
（受付日：2018 年 2 月 28 日） 
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